「表示」→「見出しマップ」をクリック
０　ウォーミングアップ
００　トピックス
男女共同参画

管理職の出産、そのとき職場は…――育休取得、周囲がサポート（生活）

	2007/11/02, 日本経済新聞　夕刊, 13ページ, 有, 2241文字


職務代行　部下も成長
　均等法世代で役職に就いた女性が育児休業をとる例が出てきた。そのとき、会社はどう対応するのか、部下は決裁をどう仰ぐのか。女性管理職が増え、出産が高齢化するにつれ、徐々に増えている管理職の育児休業への対応策を追ってみた。
　「えっ本当？　だって……四十代、だよね」
　みずほコーポレート銀行トランザクション業務管理部開発チーム次長の辻敦子さん（４５）が、二年前に第二子妊娠を告げたところ、同僚は一様にこう驚いたと笑う。
　三十六歳で第一子を出産した時は八カ月で復帰したが、今回は体力を考え一年の休みを申請。外為営業第二部次長のポストを明け渡し、休みに入った。「どこに異動しても自分なりに力を尽くそう、と楽観的でした」。一年後に新設部署の次長として復帰。休み前と職位は同じで、部下五人というのも変わりない。
ここ数年増加
　女性管理職の育休取得が目立つようになったのは、ここ一―二年。「四十代の女性管理職が二年の育休に入り、ポストは他の者で埋めた。今後の対応はケース・バイ・ケース」（東京電力）、「最近徐々に増えていて今年度は三―四人。現職復帰、代替要員で補てんが原則だが、個別にキャリア形成を相談して決める」（日産自動車）など、各社は対応を始めたところだ。
　補てんの仕方は、休業期間によって二つに分かれる。一年以上の休業なら空きポストに替わりの管理職が就き、復帰後は他部署の管理職となる場合が多い。一方、休業が三―四カ月と短い場合は、穴埋めをせずに、上司、部下、他の管理職がカバーするのが一般的。
　外資系企業では、海外での先行事例も多く、育休対応も柔軟だ。ゴールドマン・サックス証券では、「いつまで休むの？」は圧迫質問になるとして禁止。管理職女性も復帰時期は産後休暇明けに上司と相談して決める。また、産前産後の女性社員に経験者が助言をする「マタニティ・メンター制度」を用意しており、管理職も対象。「米国ニューヨークのメンターと話し、ブランクを明ける不安が解消された」と、八月に出産した人事部ヴァイス・プレジデント、福本多起さん（４０代）。
　管理職女性は、休みを短く切り上げるかというと、一概にそうともいえない。社内風土、また家庭の事情により変わってくる。
　三井住友銀行個人業務部Ｎｅｘｔ　Ｗ・ｉｎｇプロジェクト室長の浅山理恵さん（４４）は、早めに復帰派。総合職一期生の浅山さんは、女性社員支援などを手がける部署の室長を務める。第二子出産のため五カ月強の休業中だが、その間、同じ部の副部長が浅山さんの役職を兼務する。「代替要員を入れるのが原則だが、今回は休業が短く、組織の特性から替わりがいないことを考え、特例とした」（人事部）
チームで補う
　マイクロソフトでは、今年四人の女性管理職が育休を取得。その一人、社長付ビジネスマネージャを務める高木里絵さん（４２）は、第三子出産のために八月まで四カ月休業した。高木さんの役割は、社長の「政策秘書」。替わりの人がみつからず、不在を補うため臨時チームが組まれ、直属の部下をはじめ、社長、社長秘書、広報部や社長室の社員が参加した。社長の社外ＰＲ活動は、広報部長の岡部一志さんがカバー。部下のラーン・トンさんは、社内コミュニケーションに関して、高木さんの領域も担った。
　高木さんの不在は「臨時チームのメンバーが社内で存在感を示すチャンスとなった」と、ダレン・ヒューストン社長は語る。復帰後の高木さんは、業務の一部をそのまま部下に任せることで「前より余裕ができ、懸案だったプロジェクトに着手できました」。
　管理職が育休をとることにより、「代行者」が一段上の視点を持つことができ成長した、業務の見直しが図られた、こうした声は少なくない。
　育休を取った管理職の側にも気付きがある。知識・情報を共有する重要性に気付いた、何が起こるか予測がつかない中での危機管理にめざめた、などだ。
　女性管理職の育休は、人材育成や業務改善につながる。こう前向きにとらえれば、組織を強くする好機となるだろう。（編集委員　野村浩子）
高齢リスクに注意
　十一月末に出産を控える、インターネット企画会社カフェグローブ・ドット・コムの矢野貴久子社長（４５）は、安定期に入って一カ月の絶対安静を言い渡され「妊娠中は何が起こるかわからない」と痛感。社長にすべての情報が集まる体制から、執行役員への権限委譲を急いだ。
　キャリア女性の出産はリスクの想定も必要だ。愛育病院の中山摂子産婦人科医長（４７）は「矢野さんの例は切迫早産の危険性があったということ。年齢に関係なく個人差だが、一割前後の人に起こりうる」と指摘する。産後間もなく復帰する予定でも、子どもの健康状態に左右される。自身も医長の要職にあった三年前に第一子を出産、「四週間で戻る予定が、子どもに疾患がみつかり、復帰に八カ月かかった」。
　高齢出産の場合、妊娠十週以内に胎児の問題から流産する確率が高まる。また妊娠高血圧症や妊娠性糖尿病も増え、帝王切開や早産につながるケースもある。

２０・３０代の４割「必要」、都調査若年層ほど意欲強く、男性の育児休業。

	2007/11/07, 日本経済新聞　地方経済面 (東京), 15ページ, 　, 431文字


　仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）には「男性の育児休業取得率の向上」が必要と考える男性が二十、三十歳代でともに三八％に上ることが、東京都の調査で明らかになった。四十歳代以上と比較すると、若い年代の男性ほど育児休業取得への意欲が強いことがわかった。
　女性の側に聞いたところ、男性にも育児休業を取得してほしいという意見は二十歳代が四七％、三十歳代は三九％で、ともに男性を上回った。
　仕事と家庭の両立のために充実させるべきだと思うことを複数回答で聞くと「（育児休業後に）職場復帰しやすい環境の整備」を挙げる人が男女全体の四三％を占め、最も多かった。「短時間勤務制度」「多様な保育サービス」もともに四二％だった。
　調査は昨年十一―十二月に約七千人に対して実施した。
　都は育児中の家庭に配慮した職場環境の整備を促す考えだ。先月下旬には、民間企業や東京商工会議所などの代表者が参加する「子育て応援とうきょう会議」を設立。企業が導入しやすい子育て支援策を検討する。

団塊世代（シニア）

外資参入
イスラム金融
イスラム金融参入へ議論――国際協力銀と３大銀、法学者から助言、海外事例を研究。

	2007/11/09, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 961文字


　三大メガバンクや国際協力銀行がイスラム金融への参入に向け本格的に動き始めた。イスラム法学者（シャリア・アドバイザー）から助言を求める組織を通じ、実務面での議論に着手した。来日した国際協力銀のシャリア・アドバイザーらは八日、日経金融新聞の取材に対し、イスラム金融を利用しやすいように日本の法制度を改正するように説く一方、邦銀の商品開発力などに期待を示した。
　国際協力銀、三井住友銀行、みずほコーポーレート銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行などは八日、イスラム金融についての検討会を開いた。イスラムの戒律に反しない金融商品やサービスを導入していくために、シャリア・アドバイザーに意見を求めた。
　シャリア・アドバイザーを務めるキング・アブドラアジズ大学教授のモハメド・エルガリ氏からは、これまで法学者によって相違があった解釈が統一されてきている現状を説明。戒律に反するかどうかも三段階で審査する仕組みを取り入れていることを報告した。
　サウジアラビアの大手商業銀行であるナショナルコマーシャルバンクのイスラム金融開発部門のアブドゥルラザック・エルカライジ氏は、すでにイスラム金融を手がけている金融機関の状況を解説した。イスラム金融と従来型金融の両方をやる事例や、子会社を通じイスラム金融を実施するケースなどを紹介、最近ではイスラム金融に特化する銀行が増えているという。
　各行は共同の検討会のほかに、九日には個別にシャリア・アドバイザーと会合を持つ。今後も情報交換を密にし、早期のイスラム金融参入につなげる考えだ。
利息受け払い禁止　投融資に制限
　▼イスラム金融　イスラム教は聖典コーランに基づく法律で教徒の守るべき戒律を定めており、金融分野でも戒律に反しないように取引や商品開発をする必要がある。
　例えばコーランは利息の受け払いを禁止している。このためイスラム金融では顧客が住宅を取得する場合、まず金融機関が住宅を購入。その後、顧客が金融機関の利潤を上乗せした販売価格を分割払いする手法などを使用する。イスラム教は豚肉を不浄の肉として食べず、飲酒や賭け事も禁じている。こうした品目やビジネスに関係する投融資もできない。
　石油価格の上昇などでイスラム諸国の金融資産が膨らむ中、オイルマネーを取り込もうと、日本の大手銀行なども関心を強めている。

イスラム金融参入へ議論――イスラム金融参入、日本の課題は、モハメド・エルガリ氏。

	2007/11/09, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 438文字


法体系の改正必要
キング・アブドラアジズ大学教授　モハメド・エルガリ氏
　――イスラム金融に関する日本の潜在力は。
　「日本はまだグローバルな重要プレーヤーになっていないが、ゆっくりだが着実に存在感を増すだろう。邦銀はイスラム金融の分野で新しい商品や枠組みを発信できる力がある」
　――課題は。
　「イスラム金融と従来の金融では枠組みが違うので、法体系の改正が必要だ。英国はイスラム金融普及へ印紙税の扱いを変えた。イスラム金融で住宅ローンを売るには、一時的に銀行が対象物件を所有し持ち主にリースする手続きを踏む。形式上は二度販売したことになり、印紙税が二度発生してしまう。日本の銀行法で銀行が物を所有できないのも、足かせになる」
　――英語も堪能な専門家が足りないのでは。
　「欧米の金融機関は数少ない専門家を確保してイスラム金融を手がけている。中東人は日本に好感をもち、手助けしたいと考えている。イスラム金融の専門家を組織的に増やし、後継者を育てる動きも出てきている」（聞き手は上杉素直）

イスラム金融参入へ議論―イスラム金融参入、日本の課題は、エルカライジ氏。

	2007/11/09, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 440文字


詳細に戦略見極め
ナショナルコマーシャルバンク　イスラム金融開発部門長
アブドゥルラザック・エルカライジ氏
　――日本の金融機関はどのようにイスラム金融に取り組むべきか。
　「イスラム金融も融資から投資まで幅広い。まず、どの分野に需要があるか見極めて、参入する分野を定めることが大事だ。それから需要と戒律の両方を満たすスキームが何かを選び、それが日本の規制上可能かどうかを考えるべきだ」
　――日本の金融機関との提携はありうるか。
　「我々は日本のどこの銀行とも良好な関係を築いており、将来的にはどことでも組める」
　――具体的にはどのような分野か。
　「まずは、サウジアラビアで活動する日本企業向けに金融支援をすることが望ましい。サウジアラビアでは様々なインフラ整備が進行中だ。日本の（建設）技術などに加え、金融面でも日本の力が生かされれば素晴らしい。日本の金融機関が持つノウハウを活用し、先進的な商品の開発もやってみたい。資産（運用）と負債（調達）の両面で考えていきたい」（聞き手は安川壮一）

ゆうちょ銀行

ゆうちょ銀直営店、西川社長「当面増やさず」、郵便局網に配慮。

	2007/11/02, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 302文字


　日本郵政の西川善文社長は一日の参院総務委員会で、ゆうちょ銀行の直営店について「当面は現在の二百三十三を増やさない」と語った。顧客の需要を探るアンテナショップとしての位置づけを明確にし、郵便局会社が持つ二万四千の郵便局網との衝突を避ける。
　共産党の山下芳生議員の質問に答えた。西川社長は「直営二千店というアイデアはあったが、議論の過程で間違いと感じた」と述べた。
　今後の店舗展開については「二万四千のネットワークに価値がある。他の会社からもこの価値を認めたアプローチがあるため、郵便局網を守っていかなければならない」と発言。直営店拡大よりも銀行業務を委託する郵便局会社の店舗網を積極利用する考えを示した。
ゆうちょ銀、短期金融市場に積極参入―０．５―１兆円運用か（ポジション）

	2007/11/06, 日経金融新聞, 2ページ, 有, 1301文字


　十月一日の郵政民営化に伴って「ゆうちょ銀行」が発足して一カ月。ゆうちょ銀が短期金融市場で資金の運用に乗り出した。運用に回せる額は五千億―一兆円とみられ、大型の資金出し手になる。これまで市場参加者は資金調達の手段として日銀の資金供給オペに頼ってきた面がある。ゆうちょ銀の積極参入で金利が振れやすくなるとの懸念もあるが、安定的な資金供給先の出現によって市場の「日銀離れ」が進む可能性も出てきた。
★　☆　★
　ゆうちょ銀は民営化を受けて、十月十六日から準備預金制度に組み込まれ、預金量に応じて日銀に一定の割合の準備預金を積み立てることを義務付けられた。
　公表資料から推計すると、十六日にゆうちょ銀が日銀に預け入れた金額は三兆円程度とみられる。その後、準備預金残高は二兆二千億から三兆五千億円の間を上下している。日銀が準備預金として預けることを義務付けた金額はざっと二兆円前後とされる。この差額が本来、運用として市場に回せるはずの資金だ。
　準備預金残高が二兆円前半まで下がった十月二十三―二十六日。この時、市場では「ゆうちょ銀が短期市場で運用を増やした」（国内大手銀行）との見方が出た。その後、準備預金残高が膨らみ、市場への本格資金供給は一時的に終わったとみられるが、市場は「ゆうちょ銀が積極参入し始めた」と受け止めた。
　ゆうちょ銀が義務付けられた額以上に日銀に預けている金額は、ならせばざっと五千億―一兆円。この金額が今後、恒常的に短期市場に放出される可能性がある。
　資金を無担保コール翌日物として誘導目標金利の〇・五％で運用すれば、単純計算で一日あたり七百万―千四百万円前後の利子が付く。民営化で収益確保が求められるなか、貴重な利益の源泉となる。
　無担保コール市場の残高は十五兆円前後。ゆうちょ銀の五千億―一兆円が運用に回れば、短期金利が振れやすくなる。
　住宅ローンなど新サービスへの参入は「民業圧迫」との批判が多いが、短期市場でも「市場が混乱しかねない」と不安視する見方が多い。
　一方、資金を安定的に運用する出し手が増えれば、市場の流動性が高まる。九月三十日の日銀の供給オペ残高は二十九兆八千億円だったのに対し、ゆうちょ銀が準備預金制度に組み込まれた後の十月二十日は二十兆七千億円に縮小した。市場では「ゆうちょ銀が運用を増やした分、資金需要が低下し、日銀のオペが減った」（国内大手銀行）との見方が出ている。
　ゆうちょ銀は現金担保付き債券貸借（レポ）取引での運用を本格化させる方針で金融庁に認可を申請中だ。現在のレポ市場では資金の出し手が少なく、金利が振れやすいとの不満が証券会社から出ている。ゆうちょ銀には「レポ市場なら短期市場に大きな動揺を与えずに資金運用できる」との思いがあるようだ。
　日銀は今春から短期市場の活性化に取り組んでいる。長く続いた量的緩和・ゼロ金利政策で短期市場の機能が低下したためだ。統計を整備、十月下旬からレポ市場の指標金利の公表を始めた。

郵政民営化１ヵ月、西川社長会見、コンサル特化店、郵便局にも設置。

	2007/11/06, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 971文字


　十月一日の郵政民営化から一カ月余り。日本郵政の西川善文社長は民営化後初めて定例の記者会見を開いた。（旧日本郵政公社からの）承継計画に盛り込んだコンサルティング特化店舗について「ゆうちょ銀行の直営店だけでなく、郵便局会社が運営する郵便局にも設置していきたい」と語った。一問一答は次のとおり。
　――顧客資産の運用提案をするコンサルティング特化型店舗の開設時期は。
　「まだ検討中だが、ゆうちょ銀のリテールビジネス強化には必要だ」
　――西川社長は一日の参院総務委員会でゆうちょ銀直営店は増やさないと語った。
　「コンサル特化店は、投信や年金など総合的な資産形成サービスの拠点とする。店舗を増やすのではなく、既存店のリニューアルを想定している」
　「ゆうちょ銀のほか、（郵便局会社が運営する）郵便局のうち大きなところを衣替えしたい。数はまだ決めていないが、現在投信を取り扱う千五百五十局の中から選ぶことになるだろう」
　――ゆうちょ銀は十月にシステム障害があった。
　「顧客情報管理システムという内部システムに障害が続き、店頭で顧客を待たせてしまった。職員によるアクセス集中が問題発生の原因だが、集中は予想できたはず。システムに余裕を持たせられなかったこともシステム設計上の問題だった」
　――信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）が問題になっているが、ゆうちょ銀の住宅ローン計画に影響はないか。
　「延滞率などのリスク管理を徹底した上で、リスクに応じた金利設定をしていく。提携相手のスルガ銀行はこのリスク管理に定評がある。（収入が不安定な人が借りる際には金利が高くなる例もあるだろうが）住宅価格が右肩上がりになることを念頭に商品設計しているサブプライムローンとは全く別ものだ」
　――賃料が高止まりする特定郵便局舎の賃料見直し交渉は。
　「弁護士など有識者を入れた検討会で賃料水準を見直す。検討会にはこれまで交渉を仕切ってきた全国特定郵便局長会（全特）にも入ってもらう。従業員である旧特定郵便局長が（組合とは違う組織で）経営と契約するのは内部統制上問題だ。株式上場をクリアするにはこの問題を解決しなければならない。私自身が前面に出て交渉していく」

１　制度（ルール）と外部環境

１．１　景気などの外部環境

１．２　制度（ルール）

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
２．２　中小企業金融

２．２．１　需要と供給

協調融資、拡大踊り場、上半期、前年割れ１０兆５０００億円―大型Ｍ＆Ａ少なく。

	2007/11/06, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 819文字


　複数の金融機関が同一条件で貸し出す協調融資（シンジケートローン）の拡大が踊り場を迎えている。日銀の調べでは二〇〇七年度上半期（四―九月）の組成額は十兆五千億円弱で、前年同期に比べて一三％減った。企業買収などの大型案件が少なかったほか、長期金利の低下で企業が資金調達を社債へシフトしたことが背景にある。
　協調融資はここ数年、年率二ケタの伸びが続いていた。融資枠を含めた新規協調融資の組成額が上半期で前年割れするのは二年連続。〇六年度は上半期が前の年より二％減ったが、下半期に盛り返し通年で六％増の二十七兆五千億円弱だった。
　今年四―九月には、みずほコーポレート銀行などメガバンク三行を中心に、日興コーディアルグループを買収した米シティグループ向けに国内協調融資では過去最大の一兆七千億円の融資枠を設定した。ただ、その他の大型Ｍ＆Ａ（合併・買収）案件に乏しく、企業再生に絡む資金需要も一巡感が出てきた。
　長期金利の低下を好機ととらえた企業の社債発行の急増も協調融資が伸び悩んだ一因。今上半期の普通社債の発行総額は前年同期より五割以上多い五兆円強と九年ぶりの高水準だった。企業側は中長期的な金利上昇が見込まれるなか、固定金利で長期の資金が調達できる社債の方が、融資よりも低コストで有利と判断したようだ。
　大手銀行は手数料収入を生む協調融資組成を投資銀行業務の柱と位置付けている。目先は市場拡大にブレーキがかかってきただけに、企業などへの提案力が試される。各行は自治体や独立行政法人など公共部門に対する協調融資の需要掘り起こしにも力を入れている。
　今年度は下期も社債発行が旺盛で、協調融資は通期でも前年並み水準にとどまるとの見通しも出ている。十月の社債発行額は前年同月を七七％上回るペース。三菱地所は十月下旬に満期まで十二年と二十年の普通社債計二百億円の発行を決めた。「不動産開発は時間がかかるので、資金調達もできるだけ長期化している」という。

2．2．3 信用リスク：新技術活用戦略

不動産担保の種類はきりがないほどふえてきました。

南日本銀、地元企業と契約、融資枠、担保に冷凍加工野菜。

	2007/11/03, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 303文字


　南日本銀行はこのほど、農産物加工・販売の南興産商（鹿児島県指宿市、大村徹社長）と、商品在庫や売掛債権を担保に融資する流動資産担保融資（ＡＢＬ＝アセット・ベースト・レンディング）の当座貸し越し契約を締結した。
　鹿児島県信用保証協会の保証制度を活用し、同社が製造するイモや枝豆、オクラなどの冷凍加工野菜を担保の一つとした。
　融資枠は五千八百万円で、うち県信用保証協会の保証枠は八割分の四千六百四十万円。期間は一年間で、主に運転資金に充当する。同協会の保証制度を適用したのは県内で初めて。
　南日本銀はこれまで、鹿児島県内の仏壇・仏具製造業者や畜産業者、産業廃棄物処理業者などを相手にＡＢＬに着手した実績を持つ。
中小向け公的無保証人融資、限度額上げ２．４倍――経産省方針、利便性高める。

	2007/11/05, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 762文字


　経済産業省は無担保で連帯保証人を不要とする中小企業向けの公的融資の限度額を、現行の二・四倍に引き上げる方針だ。連帯保証人がいる一般融資の限度額と同額にする。中小企業が経営に直接関係ない第三者を保証人にしなくても公的融資を受けられる制度を二〇〇三年に始めている。今回の貸付限度額拡大で制度の利便性を高める。〇八年度予算の成立を経て来年四月からの実施を目指す。（中小向け無保証人融資は３面「きょうのことば」参照）
　今回の制度改正を具体的にみると、小規模・零細企業を対象とする国民生活金融公庫の無担保・無保証人融資の限度額を現行の二千万円から四千八百万円に引き上げる。貸出金利は一般融資に比べて〇・六五％上乗せする。経産省は制度拡充のための関連予算を財務省に求めている。
　これまで金融機関が中小企業に融資するときは、経営に直接関係ない第三者を連帯保証人として求めることが多かった。しかし経営者の家族や知人が連帯保証人になると、企業経営が悪化した場合に債務者が連鎖的に増えるほか、中小企業の自立性を損なうとの批判もあった。このため〇三年から無担保で経営者以外の第三者の保証人も求めない国民公庫の融資制度を発足させた。
　限度額引き上げは今回が三度目となる。当初は一千万円だったが、その後千五百万円にし、今年四月には二千万円に引き上げた。一般融資に対する上乗せ金利は当初〇・九％だったが、今年四月に〇・六五％に下げた。今回の改正では上乗せ金利は据え置く。
　第三者保証人を不要とする国民公庫の融資は拡大している。今年度の七月時点までの融資全体に占める保証人なしの実績は、件数ベースで三六％、金額ベースで三二％。それぞれ〇四年度の三―四倍になっている。
　経産省は融資制度拡充に合わせ、民間金融機関でも同様の傾向が広がることを期待している。

富山銀と発明協会、知財活用で包括連携。

	2007/11/09, 日経金融新聞, 7ページ, 　, 242文字


　【富山】富山銀行と発明協会富山県支部（北村耕一郎支部長）は知的財産権の活用による地域の活性化と産業振興を目的に、包括的な連携協定を結んだと発表した。両者は知的財産権に関する相談などで協力する。金融機関と発明協会との包括連携の協定締結は北陸三県では初めて。
　連携では例えば、富山銀の取引先企業が特許をとりたい場合、同銀が発明協会に橋渡しし、発明協会が特許となるかどうかなどを助言できる。知的財産の知識を持つ人材の育成などでも協力する。来年二月には知的財産セミナーを共同開催する予定だ。

千葉銀、顧客の投資経験・ニーズ分析、最適な金融商品自動選定、金商法施行に対応。

	2007/11/09, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 有, 832文字


　千葉銀行は消費者保護を目的に金融取引のルールを定めた金融商品取引法（金商法）の施行を受け、顧客の投資経験や資産運用ニーズに応じた金融商品を自動的に選定するシステムを導入した。顧客情報をデータベース化してマーケティングや情報管理に活用する顧客情報管理（ＣＲＭ）システムの新機能として追加したもの。顧客との面談時間を短縮できるほか、窓口での対応を統一し、安心感を高めて取引拡大につなげる。
　新システムではまず、千葉銀の行員が顧客のリスク許容度や投資目的などを詳しく把握するための「ご投資経験等インタビューシート」を作成。職業や資産額、年収などに加えて、（１）元本割れの可能性がある商品は回避（２）安定性を重視（３）値上がり益を期待――など顧客の投資方針を選んでもらう。
　シートの記入内容をＣＲＭシステムに接続した端末にそのまま打ち込むと、システムが顧客と同行の取り扱う金融商品との適合性を判定。目的にあった商品群を自動的に選定してくれる仕組み。
　銀行側はプロかアマかの投資家区分や、商品勧誘に対する顧客の意思を一元的に管理し、行員間で共有できる。面談内容は交渉履歴として記録し、今後の営業力の強化に生かせる。行員は顧客一人あたりの契約手続きの時間を短縮でき、業務の効率化にもつながる。
　金商法は顧客が保有する金融資産や知識、投資経験などにふさわしい商品を勧める「適合性の原則」の徹底を求める。これに対応するため千葉銀がシステムを考案。利用している統合型ＣＲＭシステム「エフキューブ」の開発元インテック（富山市、金岡克巳社長）に開発を委託していた。
　千葉銀によると、金商法への対応をＣＲＭで行うのは全国の金融機関でも珍しく、運用開始後、既に十数行から問い合わせがあるという。今後はインテックが販売する「エフキューブ」のオプションとして、他の金融機関にも提供する。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略

地域密着サービス追求。

	2007/11/09, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 728文字


　千葉銀行がＣＲＭシステムを活用して自動的に最適な金融商品を選択するシステムを開発・導入したのは、顧客の知識や経験、投資目的やリスクに対する考え方などに応じた最適な商品の選択が、窓口で対応に当たる行員の経験やノウハウにより大きく左右されるためだ。金商法の施行に対し、顧客対応レベルの統一が不可欠と判断した。
　千葉銀は二〇〇一年九月、金融機関の中でも早期にＣＲＭを導入済み。地域密着型金融を標榜（ひょうぼう）する地銀として顧客との距離を最重視したからだ。顧客情報の一元管理や共有化により、行員や店舗が異なっても顧客が均質な対応を受けられる効果を熟知しており、金商法への対応に結び付けた。
　金商法施行後の金融商品の取り扱いについては手探りの状態が続く金融機関が多い。千葉銀が導入したＣＲＭを活用した商品提案は、対応に悩む他の金融機関の解決の糸口になるかもしれない。
　▼金融商品取引法　「貯蓄から投資へ」の流れを受け、一般投資家が安心して投資できる環境づくりを目的に作られた利用者保護ルール。証券取引法や金融先物取引法などを統合し、九月末に全面施行した。投資信託など元本割れの恐れがある金融商品を販売するときは、顧客ニーズを確認したり、リスクを知らせたりするよう金融機関に義務づけた。開示書類の虚偽記載などに対する罰則も強化した。
　▼ＣＲＭシステム　ＣＲＭはＣｕｓｔｏｍｅｒ　Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔの略。顧客情報をデータベース化して、マーケティングや顧客管理に活用する。千葉銀行は二〇〇一年九月に同システムを導入。営業店窓口のほか、テレホンバンキング、ＡＴＭ、ダイレクトメールなど、顧客との様々な接点で均質な対応をするために活用している。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略

２．２．６　新分野開拓戦略

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給

２．３．２　住宅ローン価格戦略

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

２．３．４　住宅ローン技術その他

住宅融資、施工側から攻略、貸出・預金シェア２０％確保、福井信金・簑輪理事長に聞く

	2007/11/07, , 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 1181文字


　福井信用金庫は福井県北部を地盤とし、預金残高は県内で福井銀行に次ぐ二番手だ。建設業やめがね枠製造など地場産業の不振で法人向け融資が伸び悩み、収益の核を個人向け融資に絞る方針を掲げる。十月に発足したゆうちょ銀行、地銀や大手行の攻勢も強まるなか、どう個人融資を開拓していくのか蓑輪進一理事長に聞いた。
　――福井県内の景気の現状は。
　「今年の一―六月で県内の一千万円以上の倒産件数は六十四件で負債総額は二百二十五億円。件数、負債総額ともすでに昨年全体を上回っており、水面下をさまよっている状態だ。企業の資金需要も弱い」
　「その代わりに注目しているのが資産家を対象にしたビル・アパートローン。利率も高い上、好景気不景気関係なく需要が見込める」
　――個人ローンはゆうちょ銀も参入をうかがっており、競争も激しい。
　「ゆうちょ銀が持っていない法人とのつながりをどう生かすかがカギ。住宅ローンを中心に個人ローン専門の営業拠点を昨年から今年にかけ県内二カ所に設置した。資産運用・年金相談も手がけている。来年も県内に一カ所新設する」
　「中でも住宅ローンは専任の営業職員を昨年から今年にかけ二人から八人に増やした。住宅メーカーに徹底して営業にあたらせ、うちのローンを扱ってもらうよう頼んだ。上期の住宅ローンの新規獲得分は前年度を約二十億円上回る。都銀・地銀とちがって利用者に来てもらうのでなく、こちらから打って出る」
　――六年前に三金庫が合併したが、営業体制の見直しは。
　「合併で支店の職員配置を大幅に変えたことで、地域の事情が分かる職員がいなくなり、貸出金シェアが落ちた。現在は地元出身者を各支店に置くようにしている。地方公共団体向け融資は二〇％のシェアがないと相手にしてもらえない。今年六月末で貸出金シェアは一九・九％まで回復した。県内で存在感を保つために常に貸出量・預金量双方で二〇％超のシェアを維持していきたい」
　――北陸三県の全十八信金、地銀を含めた県内全金融機関とそれぞれＡＴＭ手数料の完全無料化を始めた。
　「三県ではゆうちょ銀のＡＴＭ設置数は約八百カ所、県内では約二百四十カ所ある。福井銀行など県内七機関、全十八信金で連携することで三県・県内双方で利用可能台数で匹敵する。十月には指・静脈両方で対応できるＩＣカードを発行した。福井県では初めてだ。台数・利便性の両面で対抗していきたい」
　――ＡＴＭ連携を機に信金再編が進むとの見方もある。
　「今のところ各信金の自己資本比率が高く、再編機運は薄い。ただ新しい自己資本比率規制（新ＢＩＳ規制）や金融商品取引法施行で、金融機関に固定的に発生する管理業務は増え続けている。信金は全体の約二割の職員がそうした業務を引き受けなければならず負担は大きい。管理機能を維持するための再編は起こる可能性がある」

２．３．５　消費性ローン
２．４　政府金融

２．５　フィービジネス戦略

2．6 リスクマネジメント

金商法施行１ヵ月、投信販売落ち込み――近畿の金融機関、職員、ルール慣れず。

	2007/11/03, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 有, 1081文字


　近畿の金融機関で投資信託販売が大幅に落ち込んでいる。元本割れリスクがある商品を売る際、詳しい説明を求める金融商品取引法（金商法）が九月末に施行、職員が販売をためらうようになったためだ。顧客も手続きの煩雑さを敬遠している。半年以内に販売ペースは回復するとの見方が強いが、施行わずか一カ月で一部から運用見直しを求める声も出ている。
　滋賀銀行は、販売額が一カ月前の半分程度に落ち込んだ。確認書類の分量が増えるなど職員の事務が変更され「手続きに時間がかかる」という。ただ、作業に慣れつつあり、販売ペースは年内に戻るとみている。
　京都銀行は顧客属性などを打ち込むと、販売に注意を要する場合は警告するシステムを窓口の端末に導入。職員の負担軽減を図ったが約二割減った。「株価が不安定になり顧客が買い控えた」ことも影響したようだ。
　但馬銀行などでは、適切な販売対象かどうかを判断するために家族構成などを詳しく聞くことが顧客に敬遠されているという。近畿大阪銀行は窓口対応が不慣れなこともあり「当面は様子見の状況」という。
　「説明が丁寧になり客に喜ばれる」（関西アーバン銀行）例もあるが、米国の信用力の低い個人向けの住宅融資（サブプライムローン）問題などで「顧客心理が冷え込んだ」（南都銀行）点も落ち込みに拍車を掛けた。
　地銀以上に影響が大きかったのが信用金庫業界。摂津水都信用金庫（大阪府茨木市）は顧客からの問い合わせがない限り販売を原則自粛し、十月の販売件数は九月までの十分の一以下に減った。大阪市信用金庫（大阪市）では勧誘にかかる時間が長くなったため、販売件数はそれまでの三分の一になった。尼崎信用金庫（兵庫県尼崎市）も全店舗で販売体制を刷新した影響などで、販売額が半分程度に減った。
　販売落ち込みの理由として多くの銀行が指摘するのが「職員が新ルールに慣れていない」という点。「説明の量が増えて時間がかかるようになった」（池田銀行）ため説明や手続き時間は従来の一・五―二倍に増えているようだ。顧客側も取引経験の長い人を中心に「なぜ分かり切ったことを今さら聞くのかと反発する」（地銀首脳）といい、顧客が手続きの煩雑さを敬遠したことも落ち込み幅を広げた。
　投信は住宅ローンと並んで地域金融機関の収益の柱。販売額の大幅な落ち込みは業績への影響も大きくなるため「顧客保護は重要だが、サービスの低下も招いている。運用を見直すべきでは」（地銀）との声が一部から出てきた。金融機関を監督する近畿財務局も「しばらくは金融機関からの見直し要望があるかもしれない」（樋口俊一郎局長）としている。
岩手銀、投資一任運用を仲介――野村と提携、富裕層取り込み。

	2007/11/02, 日経金融新聞, 7ページ, 　, 282文字


　【盛岡】岩手銀行は一日、野村証券と提携した投資一任運用サービス「ファンドラップ」の仲介業務を始めた。地銀による仲介は初めて。岩手銀は富裕層へのサービス拡充の一環としている。
　最低契約金額は一千万円からで、企業経営者や医師らのニーズを取り込む。「ハイリスクハイリターン」から「ローリスクローリターン」まで五つのパターンを基本に、顧客の人生設計や運用方針にあわせた運用プランを提案する。本店営業部など四店舗で取り扱い、野村証券から仲介手数料を受け取る。
　ファンドラップは投資一任契約に沿って、金融機関側が資産の管理や運用計画、売買、評価などのプロセスを一貫して行う。
２．７　ローコスト戦略

２．８　人材・組織戦略

2．9 チャネル戦略

島根銀、出店企業紹介でヤフーと提携。

	2007/11/03, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 185文字


　島根銀行（松江市、田頭基典頭取）はヤフーと出店企業の紹介などで業務提携したと発表した。ヤフーが運営するオークションやショッピングのサイトに出店を希望する取引先企業に出店ノウハウなどを提供し、企業の販路拡大を支援する。
　ヤフーは香川銀行、びわこ銀行など地域金融機関と提携し、地方企業の特徴ある商品を拡充している。中国地方に本店を置く金融機関と提携するのは島根銀が初めて。
２．１０　情報システム戦略

横浜・北陸・北海道銀、システム統合を拡大、店頭業務やＡＴＭも。

	2007/11/04, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 391文字


　横浜銀行とほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）傘下の北陸銀行、北海道銀行の三行はシステム共同化の範囲を拡大する。預金や融資を管理する勘定系に加え、店頭業務やＡＴＭ、インターネットバンキングなど顧客と直接接点のある部門のシステムも統合する。システム開発費の節減につながるほか、事務マニュアルの統一など運営コストの削減効果もあるとみている。
　横浜銀は二〇一〇年一月から、北陸銀と北海道銀は一一年五月から新システムに移行する。店頭での作業の基礎となるシステムが同じになれば、ＩＴ（情報技術）を使って共同で研修を実施することもできるようになる。
　ネットバンキング業務はこれまで、各行が個別のシステムを使っていたが、法人向け、個人向けともにＮＴＴデータのシステムを採用する。顧客情報は集約して保有する体制にする。高速大容量の通信回線を共同利用することで、経費を抑えながら業務を効率化する。

２．１１　アライアンス戦略

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

北海道地域

札幌北洋ＨＤ（下）続く日銀出身トップ（北のビッグＢｉｚ）

	2007/11/01, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 1551文字


内部登用「時期尚早」の声
　八月十五日。「白い恋人」の賞味期限改ざんが発覚した石屋製菓が操業停止を決め、商品が店頭から消えた。
　「このままではつぶれる」。翌十六日、休み明けだった北洋銀行の高向巌会長（６８、札幌北洋ホールディングス＝ＨＤ＝会長）は取引先の危機を直感した。じっとしていられず、夕方には陣中見舞いのミカン箱を持って石水勲社長（当時）を石屋製菓本社に訪ねた。
　旧知の二人は部下を外させた応接室で向き合い、「北洋銀からの社長派遣」で一致した。連絡を受けた横内龍三頭取（６３、ＨＤ社長）は即座に賛成。十七日夜、審査担当常務だった島田俊平氏（５９）を次期社長に派遣する人事を発表した。
　横内頭取は会見で「十七日に決めた」と説明したが、実は十六日に島田氏に打診した形跡がある。高向会長すら「うちの超一級の人材を投入するとは」と驚く。会長の行動力が端緒となった支援劇だが、横内頭取の決断がなければ混迷は深まっていたかもしれない。
　日銀出身の新旧トップ。行内評は高向会長が「走りながら考える」タイプ。頭取時代、陣頭指揮で不良債権処理や企業再生を進め、業績拡大の基盤を築いた。一方、弁護士の顔も持つ横内頭取は「熟慮型だが一度正しいと判断すれば全くぶれない」。昨年六月の就任以降、札幌銀行との合併や旧北海道拓殖銀行ビル跡地への本店移転などを矢継ぎ早に決めた。
　札幌商工会議所会頭として財界活動に力を入れる高向会長は日常の経営では一歩引き、横内色が強まってきた。その頭取を補佐する大番頭は中井千尋副頭取（６２、ＨＤ常務）。拓銀破綻後の激動の十年、武井正直前相談役（８１）から三代の頭取を中枢で支える。
　その下に四人の常務が名を連ねる。佐藤幹氏（５８）は国際業務と資金運用を担当。旧東京三菱銀行出身で中東など海外勤務が長く、中国にも詳しい。取引先企業の中国進出を推し進める。札幌銀とのシステム統合を仕切るのが石井純二氏（５６、ＨＤ取締役）。石屋社長の島田氏が非常勤取締役となった今、唯一の拓銀出身の常勤取締役だ。
　柴田龍氏（５０、ＨＤ取締役）は経営管理を管轄。札幌銀との合併後の成長戦略を練る。〇四年、四十七歳の若さで取締役に抜てき。将来の副頭取候補との声も。小澤敏美氏（５４）は今年六月、常務に昇格。商品・サービスの企画や営業推進という中核業務を担う。
　北洋銀の常勤取締役は九人で、北洋プロパーが四人と突出。ただ執行役員は十一人中六人が旧拓銀だ。このうち五人は本店長、東京支店長、帯広中央支店長など主要店のトップを務め、関係者は「実力主義の人事の結果」と解説する。
　札幌銀のトップはプロパーでＨＤ副社長を兼ねる吉野次郎頭取（６４）。「温和で実務に詳しい」と北洋銀役員の信頼も厚い。合併後の北洋銀では高向会長、横内頭取の続投が固まっているが、吉野氏の処遇は未定。副会長職の新設か副頭取が取りざたされる。札幌銀内では「実権のある副頭取職を」との空気が強い。
　北洋銀は伝統的に日銀出身の頭取が続く。横内頭取は自身の後継について「全くの白紙。日銀にもしがらみはない」と語る。権力に恋々としない人柄らしく「私ができるのは種まきまで」とも述べ、来年度から三カ年の中期計画を区切りとする可能性もにおわせる。
　拓銀継承後は頭取が外部出身の立場を生かして北洋プロパーと旧拓銀出身者を束ねてきた。現在の幹部から登用すると北洋プロパーと旧拓銀出身者の間にヒビが入りかねない。札幌銀との合併もあり「時期尚早」（幹部）との声は根強い。
　行内から衆目一致する頭取候補が現れ、だれも内部登用に疑問を差し挟まない――。こんな状況になったとき初めて、北洋銀が真の意味で一つの組織に融合したといえるのかもしれない。
　大塚節雄、二瓶悟が担当しました。

道銀が初のセミナー　道内信金・信組対象　札幌で20日、北洋銀に対抗（11/02 07:00）
　北海道銀行は二十日、道内の全信金、信組を対象にしたセミナーを初めて開く。九月に施行された金融商品取引法や情報システムなどをテーマに掲げ、「金融機関として共通の課題に理解を深めたい」（道銀）としている。 

　北洋銀も同様のセミナーを今年一月に初めて開催しており、関係者からは「来秋の道内二行体制への移行を控えて、北洋銀に対抗する狙いがあるのでは」との見方もある。 

　道銀が札幌市内のホテルで開くのは「地域金融セミナー」。信金や信組の理事長をはじめ役員クラスを対象に、民間シンクタンクの研究員が金商法の留意点を解説したり、弁護士がコンプライアンス（法令順守）に関して講演したりするほか、道銀の担当役員が金融業務の効率化施策などを説明する。 

　道銀と北洋銀にとっては、ゆうちょ銀やイオン銀の誕生で金融機関の競争が激化しており、地域に密着して豊富な情報を持っている信金、信組との連携の重要性が高まっている。 

　拓銀破たん時に現金輸送業務引き継ぎを断った北洋銀は今年一月の信金セミナーで謝罪するなど、信金との関係修復を急いでおり、ある信金幹部は「道銀も信金、信組の囲い込みを急ごうとしているのでは」と話している。 

帯広信金、顧客対応の専門部署新設。

	2007/11/08, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 147文字


　帯広信用金庫（帯広市、増田正二理事長）は顧客対応の専門部署「お客様サポート室」を新設した。九月末に施行された金融商品取引法を受け、問い合わせに十分対応できるようにする。必要に応じ支店に応援人員を派遣する事務管理部も設けた。
　これまで営業推進部内にあった「おびしんふれあい相談室」を独立させた。

東北地域

北日本銀行頭取佐藤安紀氏――動産担保融資を積極化（顧客争奪戦略を聞く）

	2007/11/09, , 日経金融新聞, 7ページ, 有, 1735文字


社内に専門家を養成
　岩手県内二位の地方銀行、北日本銀行が顧客への提案力アップに努めている。法人向けにはブランド米を担保にした地銀初のＡＢＬ（動産担保融資）などを積極化し、同行独自のマネーアドバイザー認定制度により個人客向けの接客も強化する。地域経済の回復が鈍い中での顧客獲得戦略を、佐藤安紀頭取に聞いた。
　――岩手県の経済回復は鈍く、貸出先の確保も難しいのでは。
　「少子高齢化社会で消費一般は鈍化するものの、良いものは高くても買う消費動向がある。付加価値の高い製品やサービスを提供する企業は伸びる。銀行にも成長性のある企業を見分ける眼力が求められる」
　――取引先を増やすため、行員に行動と意識の改革を呼びかけている。
　「行員は常に行動し、情報の中心にいなければいけない。顧客をつなぎ留めるのは結局、情報量や提供力しかない。まずは顧客との接触を増して『犬も歩けば棒に当たる』から始め、税理士や公認会計士、弁護士を使いこなすようになる必要がある」
　「私も毎日、五十分程度街中を歩いて、岩手の景気を肌で感じるようにしている。来春までに全支店を回り、全行員に意識改革を直接訴える」
　「（二〇〇八年三月までの）中期経営計画で顧客管理基準を設け、法人担当はひとり三百先を管理するよう求めている。今年度から行動日報の情報共有化を進めており、一線の行員を本部がサポートすることで、半期で五百先の新規獲得を目指す」
　――中小企業にＡＢＬを積極化するなど資金ニーズに柔軟に応えている。
　「当行はお米や肉牛、かまぼこなどを担保に六件の実績を上げている。一次産業を中心に、不動産担保はないが将来性のある企業は少なくない。営業企画グループ内でＡＢＬのスペシャリストを養成しており、県内地銀では今後もトップの実績を保っていきたい」
　――個人営業では女性行員の戦力も欠かせない。
　「預かり資産の提案営業力を向上させるため、昨年から女性行員向けにマネーアドバイザー認定制度を開始した。二年後に現在の四人から十五人に増やして主要店舗に配置したい。現在、支店長代理まで登用しているが、いずれ支店長を誕生させたい」
　――店舗の統廃合も進めている。
　「店舗や人の配置はより効率・実績重視で実行する。首都圏にはメガバンクの統合により、銀行とのコミュニケーション低下に不満を抱く中小企業も少なくない。今年度から東京支店の渉外係を二人増の六人とした。十月には仙台に二店目の個人ローン専門店を出した」
　「一方、過疎地の既存店の統廃合はゆうちょ銀行の動向とのにらみもある。当行を指定金融機関としていた自治体が市町村合併で消滅し、支店の役割が減った地域もあるが、その地域におけるゆうちょ銀のサービス体制によっては残すことも考えている」
　――来年一月からは日立製作所の「ＮＥＸＴＢＡＳＥ」による新たな基幹システムに移行する。
　「現在、最長午後九時までとなっているＡＴＭの稼働時間を二十四時間化することも可能。ニーズがあればネット支店を開設することもできるため顧客の利便性が向上する。これにより店舗戦略の幅も広がる」
　「商品開発のスピードも上がる。このシステムは徳島銀行やトマト銀行なども採用しており、低コストで新商品の共同開発も可能になる。バックアップセンターが大阪にあり、災害対策としても有効だ」
記者の目
住宅ローン商品提携も選択肢
　北日本銀行の佐藤頭取は最高益を更新した二〇〇七年三月期決算後に、株主懇談で「岩手銀行を抜く」と語った。
　一兆六百三十七億円の預金量は岩手銀行の半分だが、地方自治体向けを除く貸出金残高で比較すると約七割に相当する。もう一踏ん張りで県内トップ行の背中に迫るとの思いがある。
　岩手銀に肉薄するには大胆な策が必要。北日本銀には預金連動型の特色ある住宅ローン商品があり、スルガ銀行のようにゆうちょ銀行と販売提携するのも選択肢の一つになる。
　とはいえ、貸出残高に占める個人ローンの割合は三三・三％で、同行が掲げてきた「企業向け七、個人向け三の比率」を超えている。来年度からの新中期経営計画でこのバランスを見直すのか、あるいは法人重視に転換するのか。有言実行のシナリオが注目される。（盛岡支局長　入江学）

関東地域
	地域密着金融、横浜銀、一段と強化―地銀初の指針策定、行員研修も充実。

2007/11/06, 日経金融新聞, 11ページ, 　, 340文字

　【横浜】横浜銀行は地方銀行で初めて「地域密着型金融の推進に関する方針」を作成した。二〇〇三年度から二年ごとに内容を刷新してきた地域密着型金融（リレーションシップバンキング）を強化するもので、企業再生の実践やファンドによるベンチャー支援、融資手法の充実などを盛り込んだ。
　地域密着型金融は地銀と地元企業との取引を重視するサービス。これまで各行は金融庁主導で内容をまとめたり、実際に取り組んだりしてきた。横浜銀の今回の方針は金融庁主導ではなく自主的に作成した。地域密着を一段と強化する姿勢を明確にする狙いだ。
　財務内容を含めた経営全般の改善計画の策定に力を入れるほか、企業再生に関する行員研修を充実。出資するファンド「ゆめファンド投資事業組合」を通じたベンチャー投資も積極的にする。
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水戸信金、ＴＸ研究学園駅前に出店――開発進むＴＸ沿線、地銀・信金、陣取り合戦。

	2007/11/09, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 496文字


地価高騰、投資負担も
　つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線は茨城県内で最も有望な成長地域。ほぼ白紙の状態から開発が始まった新駅周辺も、ＴＸ開業から二年あまりが経過し、住宅や商業施設などが集まった「街」となりつつある。拡大する資金需要に着目する金融機関の出店計画も相次ぎ表面化。陣取り争いにしのぎを削っている。
　常陽銀行は守谷駅（守谷市）や流山おおたかの森駅（千葉県流山市）に拠点を開設済み。終点・つくば駅（つくば市）近くにもビルを建設しており、大型の中核店とする構想だ。
　研究学園駅では関東つくば銀行が二〇〇八年秋に開業する大和ハウスの商業施設に出店。茨城銀行も駅北西徒歩十分の位置に用地を購入した。造成終了後の〇九年三月以降にオープンする予定。
　このほか関東つくば銀は県内全六駅周辺で移設を含め店舗を整備する方針。茨城銀はみどりの駅（つくば市）の西に歩いて三分の場所に〇八年春に開店する計画もある。
　街づくりの進展をにらみながら出店候補地を探す各金融機関にとり懸念材料の一つが地価高騰。実勢価格はＴＸ開業後に数倍に跳ね上がったケースもあるといい、収益と投資負担のバランスの判断が難しくなりそうだ。

水戸信金、ＴＸ研究学園駅前に出店、土日も営業、資金需要狙う。

	2007/11/09, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 有, 767文字


　水戸信用金庫（水戸市、西野一郎理事長）がつくばエクスプレス（ＴＸ）研究学園駅（つくば市）近くで新店用地を確保したことが分かった。二〇〇二年以来の新規出店再開の目玉の一つとなる。同駅周辺は関東つくば銀行や茨城銀行も出店を予定しており、金融機関の顧客争奪戦が激しくなりそうだ。水戸信金は利便性を高めて特徴を打ち出す戦略で、土日も営業する新業態店として出店する方向で検討している。
　水戸信金は同駅北側で大和ハウス工業が建設している大型ショッピングセンター（ＳＣ）周辺に二千平方メートルほどの土地を取得した。開業時期については「未定」（総務部）として明かしていないが、既に用地を押さえたことから〇八年度以降、できる限り早期のオープンを目指すとみられる。
　茨城県の人口は全体的に減少傾向だが、県南のＴＸ沿線は伸びている。なかでも研究学園駅周辺は戸建て住宅街や大型マンションが続々完成し、沿線最大規模となる大和ハウスのＳＣが〇八年秋に開業。市庁舎も一〇年度に移転開庁する予定で、つくば市の新たな中心地となる見込みだ。新店を開設し、盛り上がる資金需要をとらえる。
　西野理事長はかねて、「新駅周辺で計三店は出したい」との考えを表明しており、沿線各地で今後も引き続き出店用地探しを進める。
　新規出店は二〇〇二年の龍ケ岡支店（龍ケ崎市）を最後に途絶えていた。ここ数年は土浦信用金庫（土浦市）との合併などを経て、組織の整理や店舗の統廃合が優先課題だった。この五月に四店減らして七十五店体制としたことで、こうした作業は一段落。再び営業網の拡充へ動き出した。
　ＴＸ沿線以外では、この十月に赤塚支店（水戸市）を全面建て替えしてオープン。龍ケ岡支店に次ぐ二番目の土日営業店に切り替えている。

甲信越地域

北陸地域
地銀攻勢、ゆうちょ銀誕生、北陸３県信組、危機感強める――福泉、金沢中央。

	2007/11/08, , 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 有, 1586文字


福泉　県職員宅を定期訪問
金沢中央　新ローン、近江町死守
　北陸三県の信用組合が、攻勢を強める地銀やゆうちょ銀行の誕生などに危機感を強めている。小回りがきく点を生かしながら、特定職域の顧客層を守ろうと必死だ。
　「これから一年が正念場」。金沢中央信用組合（金沢市、王生義彦理事長）の崎村節郎総務部長は強調する。
　同信組は近くの近江町市場の仲卸、小売店が主な取引先。現在、近江町市場では二〇〇九年春の本格オープンに向け再開発ビルの建設が進む。出店に伴う設備などの資金需要は大きく、〇八年十月に先行開業するビル一階部分の保証金だけで数十億円にのぼるとみられる。
　「毎週の決済で十億円の資金需要はある。顔を見知っておりすぐに融通できるのが強み」（崎村部長）と関係の深さを強調するが、その近江町市場には北国銀行なども攻勢をかける。金沢中央信組は低利融資ができる「近江町市場商店街活性化ローン」など来年九月までの独自商品で対抗し“固定客”取り込みを目指す。今年三月末の貸出金（平残）百十二億円を再開発ビル開業までに百五十億円に拡大する目標だ。
　福井県職員が加盟するのが福泉信用組合（福井市、増山修理事長）。十月から職員が敦賀地区に住む県職員らを定期的に訪問し始めた。職域信組は預金獲得コストが低いのが特色だったが、地銀の攻勢などを受けて「信組離れ」を防ごうと躍起だ。
　融資・預金など資産運用の相談に乗るなど地道な営業で組合員獲得を目指す。福泉信組は全国どこの金融機関（ゆうちょ銀を除く）のＡＴＭを利用しても現金の引き出しにかかる手数料を無料にするなど、サービス向上に余念がない。
　リテール分野では地銀・信用金庫に、ゆうちょ銀も加わり競争は激しくなる。「地域密着でどれだけ信頼関係を築いているかが問題」と各信組は口をそろえる。
　富山県信用組合（富山市）の森田勉理事長はゆうちょ銀に対し「店舗網やＡＴＭ網には利便性がある。（個人向けで地域金融機関にノウハウ面などで追いつくのに）そんなに時間がかからない」と危機感を抱く。「銀行と連携し、ＡＴＭ手数料を無料化することを研究している」と明かす。
　信組業界では金沢中央が〇四年一月に不動信用組合の事業を譲り受け、〇五年三月に大野信用組合と合併。ほかに信用金庫との合併も相次いだ。
　ただ、十二月末に北陸商銀信用組合（福井市）が横浜商銀信用組合（横浜市）と合併予定。三県では各県にある医師会系を合わせて計六信組になる。一段の再編は「情報交換などで緩やかな提携はいいかもしれないが、営業地域を広げる意味の合併はナンセンス」（森田理事長）との見方が多い。
　自己資本比率は福泉以外は一〇％を割り込み、不良債権比率も依然高いという問題も抱える。金融商品取引法などで個別の管理コストも増すなか、「この規模ではコスト負担が重い」とこぼす信組もある。各信組の経営面での模索は続きそうだ。
【表】北陸の主な信用組合の２００７年３月期業績　　　　　　　　　　
　　経常収益　　最終損益　　貸出金（末残）　　自己資本比率　　不良債権比率
富山県信用組合　２，５１９　　▲８６９　　６１，８６５　　７．２４　　１２．３１
　　　　　　　　　（７）　　（－）　　（▲６）　　（▲０．５７）　　（０．８８）
金沢中央信用組合　　４８９　　３０　　１１，４０７　　９．４２　　２０．７４
　　　　　　（▲１）　　（▲１１）　　（０）　　（▲０．０９）　　（▲１．４８）
福泉信用組合　　９０６　　１３５　　１２，５４７　　１９．９２　　０．２７
　　　　　　　　（４）　　（▲５）　　（４）　　（６．４４）　　（▲０．１９）

東海地域

	地銀が貸し出し伸ばす。

2007/11/07, , 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 165文字

　■名古屋銀行協会　このほどまとめた名古屋市の九月末の業態別主要勘定で、貸出金残高は地方銀行で前年同期比六％増の二兆三千九百億円となった。第二地方銀行は同一％増の二兆八千億円だった。岐阜県や三重県の地方銀行が名古屋市で低金利の融資攻勢をかけ、貸し出しを伸ばした。都市銀行などを含む全銀行の融資額は二％減の十一兆六千七百億円だった。





中部の金融機関、店舗改築・新設相次ぐ――中京銀や岐阜銀、ゆうちょ銀に対抗。

	2007/11/08, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 816文字


　【名古屋】中部の金融機関が店舗の改築や新設を急いでいる。中京銀行が年度内にも二店舗を改装。公的資金の注入を受けた岐阜銀行も店舗数を増やせないなか、既存店の移転新築に乗り出す。十月のゆうちょ銀行誕生で個人取引を中心に競争が激しくなるとみて、サービス拠点の拡充で競争力を向上させる。
　中京銀行は名古屋市の八熊支店を九月に改装オープンしたのに続き、年度内にも二店舗を改築する。いずれも個人客がゆったり座りながら、銀行員から資産運用などの相談を受けられる「ローカウンター」方式を採用。併せて貸金庫の営業時間も午前九時―午後三時から午前九時―午後五時に延長する。
　「お客の視点で相談に応じられる店舗に衣替えしなければ生き残りは難しい」。末安堅二頭取はこう語る。
　さらに名古屋市周辺で一店舗を新設する意向。「ゆうちょ銀の誕生など、外部の競争環境が厳しい」との認識が背景にあり、店舗サービスの増強を急ぐ。
　岐阜銀行は基幹店舗である名古屋支店で、二億円を投じ店舗を移転新築する。来年九月メドに完成予定だ。個人向け相談を強化するため、簡易応接の機能を設け、カウンターにも間仕切りを配置する。公的資金注入に伴う健全化計画で店舗数は増やせないため、移転新築によりサービスを強化する。
　富裕層を開拓するため、店舗新築に伴い貸金庫を増やす取り組みもある。
　碧海信用金庫が十月下旬に移転新築した岡崎支店（愛知県岡崎市）では、貸金庫を自動化し、従来の七倍超の二百三十一までスペースを拡大。稼働時間も延ばした。貸金庫の拡充により富裕層を取り込み、ゆうちょ銀などへの対抗策とする。
　多くの地域金融機関はゆうちょ銀に比べ小規模。ゆうちょ銀は地域密着性が強く、地銀や信金は今後の規模拡大に一様に警戒感を見せている。各金融機関の不良債権比率は景気回復もあり二―三％程度の低水準で推移。不良債権処理負担が減り、投資余力があるとみて、新築・改装により店舗の力を強める姿勢だ。

近畿地域

中国地域

信金・信組店舗投資を拡大、不良債権処理一巡で攻め、広島市信組、全店改装、４億円。

	2007/11/08, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ａ), 11ページ, 有, 977文字


広島市信組　全店改装、４億円
島根益田信組　本店を建て替え
　中国地方の信用金庫や信用組合など中堅金融機関が店舗の改装や建て替えに乗り出す。不良債権処理が一巡し、投資余力が生まれたためで、資産運用に積極的な個人客などに照準を合わせて攻めの経営に転じる。店舗拡充で先行している地方銀行などとの顧客獲得競争が激しさを増しそうだ。
　広島市信用組合（広島市）は今後三年で総額四億円を投じ、三十四店舗すべての改装・建て替えをする方針を打ち出した。このうち堺町支店（同）など七店舗は二〇〇八年三月期中に改装する計画で、十二月から順次作業を進める。外壁の塗装や店舗内部の照明入れ替えに加え、応接室も拡大する。
　東雲支店（広島市）は〇九年をメドに七階建ての自社ビルに建て替え、一部を倉庫機能として活用する計画だ。
　企業進出の相次ぐ東広島市での新規出店も検討する。
　同信組はこれまで十三店舗を減らすという大掛かりな店舗の統廃合を進めてきたが、不良債権比率が四％台にまで回復したことから戦略を転換。「顧客が来やすい店舗づくりなど、ハード面の整備を進める」（山本明弘理事長）という。
　店舗改装で投資信託など個人向け商品の販売を強化する動きも広がる。広島信用金庫（広島市）は、ほぼ全店舗を改装して資産運用の相談コーナーを設ける作業を進めており、十二月にも完了する予定。
　呉信用金庫（広島県呉市）も一年間に一―二店舗のペースで、資金運用ブースを新設するなどの改装を進める。すでに新築移転した吉浦支店（同）に続き、個人向け営業を強化する。
　島根県西部に六店舗を展開する島根益田信用組合（益田市、大畑寛明理事長）は本店を建て替えた。
　新本店は十二日に営業を始める。総工費は約二億七千万円。
　建て替え理由は旧本店の老朽化だが、新本店はＡＴＭを一台から二台に増やすなど「顧客サービスを向上させ、金融業界の荒波を乗り切りたい」としている。
　一方、不良債権処理が遅れている金融機関は、投資よりも財務体質の改善を優先する姿勢を崩さない。例えば広島県信用組合（広島市）は店舗の改装・建て替えに関して「当面の計画はなく、自己資本の拡充を重点的に進める」としており、今後は地方の中堅金融機関のなかでも二極化の傾向が鮮明になる可能性がある。

四国地域

九州地域

ふくおかＦＧ谷会長に聞く、「本部機能集中で統治確保」。

	2007/11/07, , 日経金融新聞, 4ページ, 有, 1312文字


　十月に親和銀行（長崎県）を完全子会社化し、総資産で地銀トップに躍り出たふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）。谷正明会長兼社長は日本経済新聞とのインタビューで、急速に拡大した業容に対応したガバナンス（企業統治）や人材に不安はないと強調した。また親和銀が長崎県内に支店の新設を検討していることも明らかにした。一問一答は以下の通り。
　――ふくおかＦＧは福岡銀、熊本ファミリー銀、親和銀の三銀行を傘下に置く金融持ち株会社となった。ガバナンスはどう確保するのか。
　「グループとして効率化を追求しつつ、個別の銀行もきちんとガバナンスを利かせて運営しなければならない。この両立が当面の問題だ。そのためにふくおかＦＧに本部機能をできるだけ集中し、各銀行には審査や人事など最低限の本部機能を残した」
　――規模拡大で目が行き届かなくなる懸念はないか。
　「今のところ見えているつもりだ。支店の中まで直接は見えなくても、きちんと把握できる組織をつくっている」
　――福岡銀の人材を熊本ファミリー銀、親和銀に大量投入している。人材が不足する懸念は。
　「営業面で三行の相乗効果を発揮できる人員には多少の不足感がある。ただ、これはどこの銀行でも感じているのではないか。福岡銀は幸いにして、一人がいなくなってもその穴を埋める人がどんどん後から出てくるという状況だ」
　――親和銀を中心にグループの支店網の見直しを進めている。
　「親和銀は旧九州銀との統合でやっておくべきだった支店統廃合の積み残しがある。福岡県内の二十二店はほとんど福岡銀と近接しており、順次統廃合を進める。問題は長崎県内で、県内の支店を全部見直しているところだ。ここ数年、親和銀は全く店舗戦略ができていなかった。実態に合わせて新支店の開設も検討している」
　――営業の広域化を進める狙いは。
　「九州経済が一体化していく中で、福岡一極集中の流れは止めようがない。しかし、逆の流れも出てくる。各地の企業が福岡に進出し、本拠地へのヒト・モノ・カネの還元が起こる。県単位でなく、九州全体で考える時代が来ている」
　――営業広域化は全国の地銀でも広がると思うか。
　「九州型の統合を全国（の地銀）でできるかと言えばそうではないと思う。救済型はあり得るかもしれないが、経済の一体化がこれほど進んでいる地方はほかにない。（他の地方の地銀がやろうとしても）単に規模が大きくなるだけだろう」
　――ふくおかＦＧの会長兼社長と福岡銀頭取を兼務しているが、役割分担は必要ないのか。
　「人事についてはノーコメントだが、はっきり言って大変忙しい。将来、切り離す可能性は否定しない」
（聞き手は
西部支社　安川寛之）
　ふくおかフィナンシャルグループ　福岡銀行と熊本県の第二地銀、熊本ファミリー銀行が今年四月に経営統合して発足した金融持ち株会社。不良債権問題で経営が行き詰まった長崎県の親和銀行も十月に完全子会社化した。
　三行統合で総資産は十一兆六千億円と、規模では横浜銀行を抜いて地銀トップとなった。二〇〇八年三月期の経常収益は二千七百億円、純利益は三百十億円の見通し。一〇年三月期に純利益を五百億円に伸ばす計画を打ち出している。

ふくおかＦＧ谷社長「企業統治・人材不安ない」、子会社の親和銀、長崎に新支店検討。

	2007/11/06, , 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 有, 1180文字


　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の谷正明会長兼社長は五日、日本経済新聞のインタビューに応じ、急速に拡大した業容に対応したガバナンス（企業統治）や人材に関して不安はないと強調した。十月に完全子会社化した親和銀が長崎県内に新支店の開設を検討していることも明らかにした。一問一答は以下の通り。
　――ふくおかＦＧは福岡銀、熊本ファミリー銀、親和銀の三銀行を傘下に置く金融持ち株会社となった。ガバナンスはどう確保するか。
　「グループとして効率化を追求しつつ、個別の銀行もきちんとガバナンスを利かせて運営しなければならない。この両立が当面の問題だ。そのためにふくおかＦＧに本部機能はできるだけ集中し、各銀行には審査や人事など最低限の本部機能を残した。形としてはこれでいいのではないかと思っている」
　――急速な規模拡大で目が行き届かなくなる懸念はないか。
　「今のところちゃんと見えているつもりだ。それぞれの支店の中まで直接は見えなくても、きちんと把握できる組織を作っている」
　――福岡銀の人材を熊本ファミリー銀、親和銀に大量投入しているが、人材が不足する懸念は。
　「営業面で三行の相乗効果を発揮できる人員については多少の不足感がある。ただ、これはどこの銀行でも感じているのではないか。福岡銀は幸いにして、一人がいなくなってもその穴を埋める人がどんどん後から出てくるという状況だ」
　――親和銀を中心にグループの支店網の見直しを進めている。
　「親和銀は（同行と）旧九州銀との統合でやっておくべきだった支店統廃合の積み残しがある。福岡県内の二十二店はほとんど福岡銀と近接しており、順次統廃合を進める。問題は長崎県内で、県内の支店を全部見直しているところだ。この数年、親和銀は全く店舗戦略ができていなかった。実態に合わせて新支店の開設も検討している」
　――営業の広域化を進める狙いは。
　「九州経済が一体化していくなかで、福岡一極集中の流れは止めようがない。しかし、逆の流れも出てくる。各地の企業が福岡に進出し、本拠地へのヒト・モノ・カネの還元が起こる。県単位でなく、九州全体で考える時代が来ている」
　――営業広域化は全国の地銀でも広がると思うか。
　「九州型の統合を全国（の地銀）でできるかと言えばそうではないと思う。救済型はあり得るかもしれないが、経済の一体化がこれほど進んでいる地方はほかにない。（他の地方の地銀がやろうとしても）単に規模が大きくなるだけだろう」
　――ふくおかＦＧの会長兼社長と福岡銀行の頭取を兼務しているが、役割分担は必要ないのか。
　「人事についてはノーコメントだが、はっきり言って大変忙しい。ただ、いまは創業期なので切り離せないが、将来的には切り離す可能性は否定しない」

ふくおかＦＧ谷社長「企業統治・人材不安ない」――サービス向上、課題に。

	2007/11/06, , 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, , 290文字


　サービス業である銀行の競争力を左右するのは、つまるところ行員の質だ。商品や技術、金利も重要だが、融資の現場ではいかに顧客の信頼を勝ち取れたかが勝敗を決する場面も多い。
　ふくおかＦＧに「特に弱みはない」とする谷会長兼社長だが、現在の行員のサービスの質については「理想と比べれば五〇点くらい」と辛口な評価を下す。実際、「行員の人柄やサービスの質では福岡銀より当行の方が上」（九州の地銀首脳）とする銀行もある。
　谷氏は「一番不足しているのは人格を育てる人間教育」と述べるなど危機感は強い。日本一の地銀にのし上がったという慢心が生まれれば、競争力の低下は避けられないだろう。（安川寛之）

総合

金融危機から１０年残された課題（４）再生遅れる地域金融。

	2007/11/02, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1417文字


　「どうかバッターボックスに立たせてもらいたい」。十月十七日、東京・神田の全国地方銀行協会。スルガ銀行の岡野光喜社長は居並ぶ地銀首脳を前に「弁明書」を読み上げた。ゆうちょ銀行からの住宅ローン分野での提携打診を、他の地銀がそろって断るなかで、唯一応じたことへの事実上の“見せしめ”だった。
難敵に危機感
　ゆうちょ銀の拡大路線に反対してきた地域金融機関が危機感を募らせている。十月下旬に横浜、千葉、東京都民の三地銀が千百カ所のＡＴＭをお互いに開放。北陸三県でも全十八の信用金庫が、どのＡＴＭを使っても手数料がかからないようにした。別の難敵も迫る。
　三菱東京ＵＦＪ銀行が地方の法人営業所を支社に格上げし、融資に力を入れている。十月に前橋、郡山、鹿児島など五支社を設立。支社格上げは年内に二十二カ所に及ぶ予定だ。旧三菱銀行時代から親密だった地銀の本拠地にも攻め込んでいる。
　前門のゆうちょ、後門のメガバンク。巨人の攻勢を受ける地域金融機関は収益力や健全性の回復が全般に遅れ気味だ。本業のもうけを示すコア業務純益でみた自己資本利益率（ＲＯＥ）は大手銀の一一％に対し、地銀は六％にとどまる。不良債権比率も大手銀は一・五％だが、地銀は四％だ。
　行員の就業意識にもほころびが垣間見える。「地方銀行における不祥事件の未然防止について」。地銀協が九月にひそかにまとめたリポートだ。加盟行で横領、着服など不祥事が相次いだことへの緊急対策だ。
　「不祥事を起こした行員の七割が多重債務者」「類似の不祥事が同一銀行で繰り返し発生」「不祥事発覚までの期間が長い」――。横領の具体事例を織りまぜたリポートには、預金者の背筋が寒くなる内容も目立つ。
　一九九〇年代以降の金融行政は、大手行には不良債権削減の数値目標を設定するなど再建に追い立てた半面、地銀などにはそこまで求めなかった。大手銀は六グループに集約されたが、地銀・第二地銀は百行以上が残る。地域金融の経営合理化や再編が遅れたのは「二重行政の負の遺産」ともいえる。新たなリスクも芽生えだした。
　「すべての会社の内容を把握しているのですか」。東日本のある地銀首脳は今秋の財務局のヒアリングで言葉を失った。多くの企業の債権を束ねた仕組み債の詳細を問われたのだ。経営陣に有価証券の中身をこれだけ詳しく聞くのは異例のことだった。
融資伸びず運用
　多くの地域金融機関は地元企業への融資が伸びず、有価証券の運用に傾斜しつつある。日銀の分析では、全国の信金の預証率（預金量に対する有価証券運用の比率）は二〇〇〇年度の二〇％から〇六年度は二八％に上昇。預証率が四〇％以上の信金も十六から三十五に増えた。なかには預金量の二倍近い有価証券を保有する信金もある。
　金融庁・日銀は警戒を強める。資本の小さな地銀や信金では、市場の急変で財務内容が突然、悪化する恐れもある。
　「（金融機関の経営破綻時に預金の払い戻しを一部カットする）ペイオフをしておくべきだった」。九八年から〇二年にかけて金融担当相を務めた柳沢伯夫氏はいま後悔している。
　「経営者や預金者の緊張感を高めるには、ペイオフが必要だ」。柳沢氏は預金をカットする破綻処理を検討するようひそかに事務方に指示していた。実現しないまま竹中平蔵氏と交代したが、金融庁内ではいま、柳沢氏が模索した強硬路線をとってでも、地域金融機関を大胆な改革に突き動かすべきだとの意見がじわじわと頭をもたげる。

２．１３　グローバル戦略

静岡銀、中国建設銀と提携、地銀で初―取引先の海外展開支援。

	2007/11/01, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 351文字


　【静岡】静岡銀行は三十一日、中国建設銀行（中国・北京）と業務提携すると発表した。現地に進出した取引先が、同銀行から現地通貨建てで融資を受ける際に保証したり、為替や送金などの金融サービスを受けられるようにする。中国四大商業銀行の一つの中国建設銀行と提携する地銀は初めてといい、取引先の海外展開を支援する。
　十一月五日に契約を結ぶ。静銀の要請のあった日本の現地法人などに、中国建設銀行は預金や融資、貿易取引を結んだり、投資優遇制度や税制などの現地情報を提供する。中国国内で知名度や信用力の低い日本の現地法人を信用補完する。
　中国建設銀行は中国国内二位の一万三千六百二十九店の店舗網を持つという。静銀の海外銀行との提携はバンコック銀行、カリヨン銀行に続き三件目となり、アジア七カ国をカバーできるようになる。

鹿児島銀、三菱ＵＦＪ銀と提携、企業の海外進出支援強化。

	2007/11/08, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 415文字


　【鹿児島】鹿児島銀行は三菱東京ＵＦＪ銀行などと提携し、取引先の海外ビジネスの支援体制を強化する。主に中国やシンガポール、インドなどアジア全般と中東地域を対象に、三菱東京ＵＦＪ銀のネットワークを生かして貿易相談を受け付けたり、優遇税制や進出への留意事項などといった現地情報を提供したりしていく。
　鹿児島銀は三菱東京ＵＦＪ銀、同行関連会社の三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングと国際業務に関する業務提携を結んだ。
　また、鹿児島銀行と十八、荘内、肥後、みちのく、山陰合同の六行は十九日、中国・上海で取引先の中国ビジネスを支援する合同交流会を開催する。肥後、みちのく、山陰合同の三行が昨年企画したものに鹿児島銀など三行が加わる。
　現地では有力バイヤーとの商談会や講演会などを予定しており、日本からは百五十人程度が参加する予定。鹿児島銀行アジア貿易推進室では「取引先との情報交換を通じて、ビジネスのきっかけをつかんでほしい」と話している。

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
「しののめ信金」信金中金に支援要請へ、資金需要の低迷響く、合併後の財務強化急務。

	2007/11/06, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 有, 881文字


　二十六日に合併して「しののめ信用金庫」（群馬県富岡市）となるかんら（富岡市、横山昇一理事長）、多野（藤岡市、白岩博行理事長）、ぐんま（前橋市、小川了理事長）の三信金は信金中央金庫に三十億円前後の資本支援を要請する方針だ。背景には、ぐんま信金の業績悪化に加え、県内企業の資金需要が低調で今後の収益の伸びが見込みにくい現状がある。
　三信金の中で資産規模が最も大きいぐんま信金は融資の審査など与信管理の甘さから業績が悪化。貸倒引当金の積み増しなどの不良債権処理を進める一方で、傷んだ財務体質をカバーするため今年三月に信金中金を引受先とする優先出資証券九十億円を発行した。これを中核的自己資本（Ｔｉｅｒ１）に組み込むことで三月末時点の自己資本比率を六％台に保った経緯がある。
　だが今夏以降も建設関連などで大口の取引先の破綻が相次いでいる。ぐんま信金の九月末の自己資本比率は「何とか四％を割らない水準」（県内信金幹部）まで落ち込んでいた模様だ。
　現状のままでは、しののめ信金の自己資本比率は八％前後にとどまりそう。合併を主導するかんら信金は新信金の財務基盤を安定させるため、信金の中央金融機関である信金中金への支援要請に動き始めた。今年度中に三十億円の支援が実現すれば、新信金の自己資本比率は単純計算で〇・八ポイント程度上がることになる。
　支援要請の背景には県内の資金需要の伸び悩みもある。景気回復で企業の設備投資意欲は上向きになってきたが、実際の投資額は「企業のキャッシュフローの範囲内にとどまる」（日銀前橋支店後昌司支店長）。
　このため金融機関の貸し出しは伸びず、優良企業にはメガバンクや群馬銀行などが営業攻勢をかけてくる。「信金が貸出残高を着実に伸ばすのは容易ではない」とかんら信金の横山理事長は指摘する。
　二十六日に誕生するしののめ信金は六十六店舗を抱え、県内最大の信金となる。郵政民営化で発足したゆうちょ銀行も加わって市場環境は厳しさを増すなか、合併後の経営のかじ取りが問われる。

３　メガバンク

３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

３．６　リスクマネジメント

３．７　ローコスト戦略

３．８　人材・組織戦略

八十二銀が新制度、退職者再雇用、パートの正社員転換も――即戦力を確保。

	2007/11/06, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 544文字


　八十二銀行は五日、一定基準を満たした同行の退職者を再雇用する制度を新設すると発表した。パートタイマーの正社員への転換を促す制度も設ける。従業員の福利厚生を向上し、優秀な人材の確保につなげる。取扱商品の多様化などで行員に高度な専門知識が求められるなか、“即戦力”となる銀行業務経験者を呼び込む狙いもある。
　両制度とも二〇〇八年四月一日から実施。退職者を再雇用する「キャリアリターン制度」の対象は、在職時の勤務年数が三年以上で、退職後年数が十年以内の元正社員。面接や勤務態度などの評価に合格すれば、退職時の職階で復帰できる。
　退職後の年数が五年以上の場合は、まずパート社員で一年間雇用し、その上で審査対象とする。採用は順次行う方針。
　パート社員を正社員に転換する「キャリアチェンジ制度」は、主に三年以上勤務中のパート社員が対象。面接や所属部店長の意見や勤務態度などから判断する。雇用条件は個別に決定し毎年一回、四月一日に転換する。
　これまで同行では、結婚や出産などを経て再就職する場合、「パート社員になるのが大半だった」（人事部）という。ただ、取扱商品の多様化などで銀行業務に詳しい正社員の確保は急務。新制度の導入で退職者やパート社員の職務環境を高め、優秀な人材のつなぎ留めをはかる考えだ。

３．９　チャネル戦略

３．１０　情報システム戦略

３．１１　アライアンス戦略

３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

３．１３　グローバル戦略

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）

４．１　非銀行金融機関

４．２　外国金融機関
英ＨＳＢＣ、マレーシアで、イスラム金融。

	2007/11/08, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 　, 154文字


　【クアラルンプール＝伊東義章】英ＨＳＢＣのマレーシア現地法人ＨＳＢＣバンク・マレーシアは七日、イスラム金融の専門子会社を設立するための認可をマレーシア中央銀行から取得したと発表した。同国では中東の三イスラム銀行が開業しているが、既に業務を行っている外資がイスラム金融専門の子会社を開くのはＨＳＢＣが初めて。

以上

PAGE  
27

_1256128349.unknown

